
農産物の環境負荷低減の取組の「見える化」
○ みどりの食料システム戦略に基づき、消費者の選択に資する環境負荷低減の取組の「見える化」を

進めます。

○ 化学肥料・化学農薬や化石燃料の使用低減、バイオ炭の施用、水田の水管理などの栽培情報を用い、
定量的に温室効果ガスの排出と吸収を算定し、削減への貢献の度合いに応じ星の数で分かりやす
く表示します。

○ 米については、生物多様性保全の取組の得点に応じて評価し、温室効果ガスの削減貢献と合わせて
等級表示できます。

○ 農産物等にラベル表示するための基本的な考え方と、算定・表示の手順を整理したガイドラインを
策定し、「見える化」の本格運用を開始しました（登録118件 令和６年５月14日時点）。

○ 生産者・事業者に対する算定支援や販売資材の提供を引き続き実施します。

温室効果ガス削減への貢献

地域又は県の標準的栽培で
の排出量（品目別）

対象生産者の栽培方法
での排出量（品目別）

排出（農薬、肥料、燃料等）
ー吸収（バイオ炭等）

栽培情報を用い、生産時の温室効果ガス排出量を試算し、地域の慣行栽培
と比較した削減貢献率を算定。

１００％ ー                                     = 削減貢献率（％）

★ ：削減貢献率５％以上
★★ ：削減貢献率10%以上
★★★：削減貢献率20%以上

生物多様性保全への配慮
※米に限る

★ ：取組の得点１点
★★ ：取組の得点２点
★★★：取組の得点３点以上

対象品目：23品目 米、トマト、キュウリ、ミニトマト、ナス、ほうれん草、白ネギ、
玉ねぎ、白菜、ばれいしょ、かんしょ、キャベツ、レタス、大根、にんじん、アスパラガス、
リンゴ、みかん、ぶどう、日本なし、もも、いちご、茶

※上記の商標は商標出願中です

米に限る米に限る※米に限る米に限る
＜取組一覧＞

化学農薬・化学肥料の
不使用

２点

化学農薬・化学肥料の
低減
（５割以上10割未満）

1点

冬期湛水 1点

中干し延期または中止 1点

江の設置等 1点

魚類の保護 1点

畦畔管理 1点
上記の商標は商標出願中です

３月１日から
開始しました！

全国のべ789か所で販売
（令和6年3月末時点）

ビオセボンサンプラザ

店舗への印象

95％が
良い印象

N=297

56%34%

4%

良い

どちらでもない

やや良い

非常に
良い

消費者へのわかりやすい表示
（令和４年度・令和５年度 実証より）

※
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令和４年度・令和５年度実証において



イトーヨーカドー（東京ほか）:スーパー
・首都圏を中心に全国展開する大手スーパー。
関東６店舗でラベル表示。

・小売事業者側から取引のある生産者に積極
的に働きかけ。

・事業者自ら、店舗やHP、SNSにおいて発信。

マックスバリュ（愛知）:スーパー

令和６年３月号
「メトロポリターナ」

東京メトロの駅で
フリーペーパーの
配布

「見える化」ラベルの表示事例・イベントでの発信の例
サンプラザ（大阪）:スーパー

・地域の産品を多く取り扱う大阪の地域密着
型スーパー。大阪府内等の全36店舗で表示。

・小売事業者側から取引のある生産者に積極
的に働きかけ。

・外食事業者側から契約生産者（北海道、
秋田、福島、茨城、栃木の11生産者）
に働きかけて、HPや店頭でのポスター掲示
によるラベル表示が実現。

・東京、千葉、神奈川、
埼玉の店舗で実施
（農林水産省店でも
実施）。

・全国展開する大手スーパー。愛知県の２店舗
でラベル表示。

・愛知のなす生産者が積極的に見える化に取り
組み、その他小売店でも表示。

・広島県で初めてみどり認定を受けた、
池田眞治さんが生産したお米を販売。

・温室効果ガス削減への貢献に加えて、
生物多様性にも配慮した米づくりに取
り組み、両方で星を取得。

おむすび権米衛（東京ほか）:外食 びんご府中（広島）:道の駅

※上記の商標は商標出願中です

中谷農事組合（兵庫）
:ECサイト

・兵庫県から「コウノトリ舞い降りる
田んぼ」に認定されるなど、従来
から環境配慮に取り組む。

・HPにて「見える化」の紹介コラムも
作成。
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フードサプライチェーンにおける脱炭素化の「見える化」の推進
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○ フードサプライチェーン全体での脱炭素化の実践と、その「見える化」を進めるため官民で食品産業
における取組について議論。

○ 農林水産省では、令和５年度に加工食品共通のCFP※（カーボンフットプリント）算定ルール案
の妥当性の確認、課題の抽出等を実施。

○ 加工食品共通のCFP算定・表示ルールの方向性、実現方法について、引き続き民間主導で検討。
※CFP…製品のライフサイクルにおける原材料調達から廃棄・リサイクルにいたるまでの GHG 排出量をCO2量に換算したもの

CFP算定実証事業の概要官民での協議体

民間主導



農林漁業者・食品産業事業者等による
実施が想定される主な方法論

Jークレジットの仕組み

農業分野
の

方法論

農林水産分野におけるカーボン・クレジットの推進

温室効果ガスの排出削減・吸収の取組
（ボイラーの導入／植林・間伐／バイオ炭施用等）

クレジット創出者

目標達成、CSR活動
（温対法・省エネ法の報告、カーボン・オフセット等）

クレジット購入者
クレジット売却 資金

￥

○温室効果ガスの排出削減・吸収量をクレジットとして国が認証し、民間資金を呼び込む取引を可能とするＪー
クレジット制度は、農林漁業者等が削減・吸収の取組により生じるクレジットを売却することで収入を得ることが
できることから、農林水産分野での活用が期待される。

○Ｊークレジットの登録件数のうち、農業者が取り組むものは27件。農業分野の方法論は６つでこれらに基づく
プロジェクトは17件。（令和６年３月現在）

Jークレジットの登録件数

※農業分野の27件は農業者等が実施する件数を集計したもの。
うち、10件が省エネ・再エネ方法論による取組、17件が農業分野の方法論に基づく取組

（2024年３月12日時点）

農業

牛・豚・ブロイラーへの
アミノ酸バランス改善飼料の給餌
家畜排せつ物管理方法の変更
茶園土壌への硝化抑制剤入り化学肥料
又は石灰窒素を含む複合肥料の施肥
バイオ炭の農地施用
水稲栽培における中干し期間の延長
肉用牛へのバイパスアミノ酸の給餌

森林 森林経営活動

省エネ ヒートポンプの導入
空調設備の導入

再エネ バイオマス固形燃料（木質バイオマス）による化石燃
料又は系統電力の代替

Jークレジットの登録件数

※農業分野の27件は農業者等が実施する件数を集計したもの。件は農業者等が実施する件数を集計したもの。

メディアへの掲載
・令和５年９月５日 朝日新聞「温室効果ガス削減 収入に」
・令和５年９月６日 日本農業新聞 「中干し延長Ｊクレ承認」
・令和５年９月７日 日経新聞 「VAIOが水田クレジット参入」
・令和５年９月15日 NHK総合「みみより！くらし解説」
・令和５年11月７日 北海道新聞「農業の脱炭素化支援」
・令和６年３月29日 福井新聞「農業から脱炭素循環」
・令和６年４月13日 北海道新聞「メタン削減 水田から」 ほか 23




